第１節　こころのケア活動の全体像
第３章　各期における関係機関の役割
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　　　　　こころのケア活動は災害対策の一環として実施されます。生命の安全と生活の安定は、被災住

民のこころの健康回復に大きく貢献します。ここでは活動モデルを4期に区分して、関係機関の

活動をシミュレーションしてみました。



	第１節　こころのケア活動の全体像　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	ポイント
シミュレーション①

★　災害直後：避難が開始され、住民は身近な集会所や路上、車等に避難する。避難直後から数日間はライフラインや交通網、情報等の寸断や制限が起き、救助体制も整っていない状況にある。

　　　この時点では、避難した住民にとって家族や身内の安否確認が第一の関心事になる。
★　情報が伝わりづらい：新聞、テレビ等のマスコミ情報が寸断されるため、被災情報や行政等の対策が住民に伝わりづらい。このため家族や身内の安否、田畑、家屋、財産等の情報がとれないことによるいらだちや不安が心の混乱を強める。

★　環境に適応しにくい：避難所や車、テント、ガレージ、納屋等に避難するため、生活環境が変化し、対人関係等に困難を示す人が多い。特に障害を持つ人は適応しづらく不安が大きい。


	　　新潟県中越地震3年後の地域住民調査結果によると、ハイリスク者の割合は低値であったが、臨床レベルにはいたらないものの自殺の危険性等、精神不健康の状態にある者は、地域に相当の割合で存在する可能性が指摘されています。このことから、災害後の精神保健支援には、精神疾患の治療という医学モデルよりも、サブクリニカルな状態の人の精神健康向上を目指すヘルスプロモーションや公衆衛生的アプローチが必要だという意見もあります。本県は、平時において全国と比して高い自殺率を呈しています。このため、被災後の長期的な経過把握や地域サポートの検討を含めたケア活動の流れが必要です。

限られた資源で継続的な地域全体のケアを考える場合は、被災状況や、元々対象地域が抱えてきた精神保健課題、精神医療資源に配慮しながら、介入対象集団と方法を柔軟に選択することが大切です。例えば、被災地域は、以前から健康課題として高齢者の自殺集積性が予め地域診断されている場合は、独居高齢者の訪問や介護、老人クラブなどへの支援の集中を検討します。

　　こうした長期的流れを踏まえながら、以下を参考にこころのケアを進めていきましょう。

はじめに、災害時にみられるこころの動きの時間経過について説明します。災害時特有のこころの変化は時間軸に沿うと大きく次の４つの時期に大別することができます。

　　　図１「災害時こころのケア活動ハンドブック」（北海道）より引用


	各期におけるこころのケアの要点
１　初動期（災害直後の初期のストレス時期）

〔特徴〕　災害発生後の1週間が目安ですが、突然の被災で、自分の身辺に何が起こったのか理解できず、錯乱状態や不安状態に陥ったりします。一時的な当惑は正常反応の範囲内といえますが、極度の興奮や精神的高揚が表面化する場合には、無理に励ましたりせず、温かく見守ることが必要です。

また、心身の治療を受けている人は、服薬の中断により、

病気の再発悪化が危惧されます。特に、てんかん症状を呈す人は、服薬の中断により発作が再発される危険があります。

早期に薬の確保をする必要がありますので、医療機関や救護所を受診することが大切です。

２　早期（災害による危機が回避される時期）

〔特徴〕　災害発生後の1週間から1ヶ月が目安ですが、水や食料などのライフラインの確保、また、被災者同士の間に連帯感が生まれる時期でもあり、オーバーワークになったり、自分たちの地域が周囲から注目を受けているとの意識が高まるなど精神的高揚が続くことが予想されます。多くの住民の間に興奮が高まるこの時期は、ハネムーン期とも呼ばれます。

一方で、生活の不安などに基づく睡眠障害などが加わり、被災後の不安状態に陥ることがあります。災害によって生じるさまざまなストレス反応（抑うつ反応、不安障害など）が見られる時は、専門機関につなげることが必要です。

３　中期（災害復興に伴う中期のストレス時期）

〔特徴〕　災害発生後の1ヶ月から3ヶ月が目安ですが、ライフラインは確保され、避難生活が少し落ち着くものの、なかなか進まない復興対策などに対し、落胆などの感情が起きやすくなります。また、同時に将来の生活に関する不安やこれまでの緊張や過労が蓄積され、心身の不調として現れる時期です。阪神・淡路大震災（1995年）の時には、被災者の間で飲酒の機会が増大し、アルコール関連の問題がみられました。アルコールで気を紛らわそうという雰囲気をつくらないように啓発することも必要でしょう。

さらに、高齢者の中には、環境の変化に伴い認知症状を生じたり、子どもの場合は、赤ちゃんがえりなどの退行現象も予想されます。会話を多くするなど不安を軽減させる配慮が必要です。

その他、災害従事者による燃え尽き症候群などの症状を呈することも起こり得る時期ですので、支援者自身も自ら
	ポイント
シミュレーション②

★　混乱の収拾：住民は避難所等に避難し、

　　安全の確保

　　が一応でき、

　　災害発生当時

　　の混乱が収集し

　　てくる。しかし、

　　行方不明者の捜索や死亡者の葬儀などが必要な状況にある。

★　生活再開への不安：災害の規模や被災状況が明確になることにより、災害前の生活確保に関する不安が高まる。

シミュレーション③

★　避難生活にリズム：時間の経過とともに避難生活に慣れ、一応の落ち着きがみられ、避難生活のリズムがでてくる。避難所と自宅を行き来しながら被災した住宅や田畑等の片付けや修理が進められる。

★　ＰＴＳＤ症状の表出：被災後の生活設計に関する相談機関や体制が整ってくるので、新たな生活の構築に向けて活動が開始される時期でもある。しかし、反面、就労や再建の困難さにも直面することになるので、心的負担の個人差が大きくなる。災害に直面した際に起きた急性ストレス症状は、自然に解消できる人が多くなってゆくが、ＰＴＳＤ症状が出始める時期でもある。





	シミュレーション④

★　コミュニティの変化：復興が進み避難所は閉鎖される。自宅を改修し戻ったり、仮設住宅や市町村営住宅等へ入居する。新しい地域に馴染めず、また財産、家族、友人知人を失ったことなどから不安や孤独感が高まり、閉じこもりやうつ病、自殺などが起きることがある。
ポイント
★「ハサミ状格差」：ハサミの支点を災害発生時に見立てたもの。災害による不安症状等は時間的経過とともに徐々に回復の経過を辿るが、一方で、時間経過とともに遷延化する人もみられ、状態像が極端な二極化を示す現象をいいます。

　　災害による不安症状においては、大半の人は平常期に自然軽快し、元の生活が送れるようになります。
	の健康管理には注意し、お互い声をかけあって支えたいものです。
４　統合期（生活再建に向けて動き出す時期）

〔特徴〕　災害発生後6ヵ月後が目安ですが、災害による混乱から地域社会が平常を取り戻しつつある時期です。元の生活に戻り、自信を取り戻す人も見受けられるようになります。

一方で、住宅再建の問題、収入の確保など社会生活を営む上での問題が山積しています。今後の生活への見通しが立たない不安やイライラ、不眠などの身体の不調などこの時期の苦しみは個別のものとして現れます。

したがって、この時期の対応方法は、生活状況を踏まえた個別の援助が必要ですが、中にはPTSD遷延化を生じる人もみられ、経過の個人差が大きい、いわゆるハサミ状格差が生じます。

今後に向けて、災害体験を糧に、災害文化の形成を図り、人間的に成長できるような働きかけを行うことは大切ですが、同時に、PTSDなどによるケアが必要な被災者には継続的・個別的援助が必要といえます。

　

　５　災害直後のケア対策も時間の経過とともに平時の地域精神保健福祉活動に収束していくのが理想です。

　　　よって、被災者のケアの主体は、様々な支援チームから地域のスタッフに引き継がれていく必要があります。



６　災害後の時期に相応したこころのケア活動計画（対応モデル）

	被災後の時期
	被災者の心理的反応
	対応モデル

	被災直後

（1週間以内）
	· 急性ストレス反応（不安、不眠）

· 既往精神障がいの悪化

· 急性期精神症状の発症

· 認知症患者等の夜間せん妄

· 知的障がい者、発達障がいでの不安反応

· 乳幼児の不安反応、退行


	■　被災精神障がい者の医療確保

□　被災精神科医療機関の被害の確認

· 周辺精神科医療機関の受け入れ状況の確認

· 入院患者の搬送

· オーバーベットの許可

· 被災精神科医療機関或いは周辺精神科医療機関を援助するための医師等の派遣

■　被災地精神障がい者の状態の確認

□　保健所や医療機関における被災地の在宅通院患者の安否や状態の確認

　□　投薬の確保（近隣精神科医療機関との連携による処方と配達のシステム）

■　被災地住民への対応

□　被災地（避難所）の巡回による被災者の状況把握

□　避難所における精神保健体制の確立（相談員、受け入れ医療機関）

□　精神保健対応の需要が高いと思われる地域への精神保健医療スタッフ（こころのケアチーム）の派遣

□　被災者のニーズと現地における可能な資源を把握し、今後の対応を検討

· 電話相談（こころのケアホットライン、或いは災害相談電話への精神保健スタッフの配置）の設立

· こころのケア（精神保健医療）対策プランの策定

· こころのケア対策会議の設立

· 対策会議の開催

· 　被災者のニーズを評価、可能な資源を把握、今後の対応を検討

· 必要に応じて、他地域からのこころのケアチームの派遣の依頼と受け入れ体制

· メディア（報道機関）への対応

· 適正な報道についての依頼

· 被災地域へのメディアの対応を依頼

· 被災者を支援するスタッフへの啓発

· こころのケアチームを中心としたスタッフへの心理や問題、対応について啓発

	早期

（1ヶ月位まで）
	· 災害の衝撃による急性ストレス障害などの問題の表面化

· 様々なストレス（人命、家屋の

喪失、生活の変化、避難生活による疲労や不適応、家屋や経済問題、将来への不安）からくる抑うつ、不安障害、アルコール関連障害の発生


	■　外部からのこころのケアチームのマネージメント

■　被災者への精神的ケア

□　災害弱者（要援護者：高齢者、障がい者、子ども等）に対する訪問と早期介入

· スクリーニングを用いたハイリスク者の同定とフォローアップ、必要に応じた介入

· 避難所や仮設住宅などの訪問、見守り

□　被災者のメンタルヘルスの悪化を予防するための啓発（メディア、パンフレット、講習会）

■　救援者への支援

□　救援者へのメンタルヘルスに関する啓発、教育（パンフレット配布、講習会の開催など）

· スクリーニングによるハイリスク者の同定と早期介入

■　地域全体のメンタルヘルスへの意識向上

□　一般被災者、学校関係者、保育士、内科医への精神健康に関する啓発、教育（ポスター、パンフレット、メディア、研修会）　

	中・長期

（数ヶ月～数年）
	· ＰＴＳＤの遷延化

· 様々な災害ストレス（人命、家屋の喪失、生活の変化、避難生活による疲労や不適応、家屋や経済問題、将来への不安）からくる抑うつ、不安障害、アルコール関連障害の発生
・　生活の再建の差によるハサミ状格差


	· 精神保健相談業務の拠点設置（支援チームから地元スタッフへの引継ぎ）

· 被災地のニーズ

· 中長期に必要なケア対策

■　避難所、仮設住宅での活動

□　被災住民の交流の促進（新しいコミュニティの形成）

□　スクリーニングを用いたハイリスク者の同定と訪問、必要に応じて介入

□　高齢者、障がい者、孤立者の訪問と見守り、必要に応じた介入

· 一般住民に対するケア

· 教育、啓発

· 健康相談会

· スクリーニングを用いたハイリスク者の同定と訪問、必要に応じて介入

□　高齢者、障がい者、孤立者の訪問と見守り、必要に応じた介入

· 救援者、地域の行政担当者への支援

· 地域全体のメンタルヘルスへの意識の向上

· アルコール問題、うつ病、自殺の予防に関する講演、広報紙、パンフレット等


※「自然災害発生時における医療支援活動マニュアル」（厚生労働科学研究より一部引用）
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各期における関係機関の役割











取り乱したり、茫然自失になる。
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